
第二次市子ども・子育て支援事業計画の策定に向けた子ども・子育て支援に関するア

ンケート調査の実施について 

 

平成 24 年８月に「子ども・子育て支援関連３法」が制定され、これに基づく子ど

も・子育て支援新制度の施行と合わせ、平成 27 年３月に１期目の「市子ども・子育

て支援事業計画」（こどもみらいプラン）を策定しております。 

  この計画期間が平成 31年度で終了となることから、次期計画を策定するに当たり、

保育所、幼稚園、認定こども園等及び地域子ども・子育て支援事業の利用状況や利用

希望を把握し、計画に反映させるため、住民基本台帳から無作為に対象者を抽出し、

ニーズ調査を実施することとしております。 

  ニーズ調査の内容については、平成 30 年５月開催の分科会においても、ご意見等

をいただいているところですが、その後に発出された国からの通知等を踏まえ、次の

とおり実施して参りたいと考えております。 

 

 １ 調査対象・方法 

   アンケート調査票を対象者に郵送配布し、返信用封筒により郵送回収します。 

対象者 児童年齢 対象世帯数 

就学前児童の保護者 ０～５歳 2,100世帯 

就学児童（小学生）の保護者 ６～11歳 2,200世帯 

合 計 4,300世帯 

 

２ 調査期間 

  平成 30年 12月７日（金）～12月 28日（金） ※予定 

 

３ 今後の予定 

 ・ 12月７日（金） アンケート調査票発送 

 ・ 12月28日（金） アンケート回収期限 

 ・ １月上旬     集計・分析開始 

 ・ ２月中      集計結果取りまとめ 

 

４ 前回分科会(H30.5)からの主な変更内容 

 ① 共働き等家庭については、今後希望する教育・保育サービスについて、幼稚園（預

かり保育）と保育所のいずれの選択も可能であるが、このうちどちらの利用を強く

希望するかを問う質問を追加。 

 ② 平成 31年 10月より、幼児教育・保育無償化が実施されることから、その影響に

伴うニーズ変化などを問う質問を追加。 

 

※ なお、中学２年生本人を対象とするアンケートについても、別途実施する予定です。 
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